経営政策科学試験対策プリント　
～語句解説編～　　文Ⅱ・10組　井上隆文
授業内容について、簡単なまとめは木村君がしてくれます。通常の解説は、レジュメに載っています。なので、ここでは、出てくる語句に関して、補足説明を中心として書いていきたいと思います。あくまで、｢内容のまとめ｣ではなく、｢語句の説明｣として書きました。わからない部分だけチェックして、わかるところはどんどん飛ばして読んでいってください。詳しい内容はレジュメを見るのが一番良いと思います。
ちなみに、出てくる語句には、タイトルとなるほど重要なものもあれば、こんなん試験に出ないだろう、ってのもあります。しかし、わからないところを残すのは気持ちが悪いので、もしそこを疑問に思ったら読んでみてください。わかりにくいかどうかは僕の主観で決めるしかなかったので、ここに載っていない疑問点があれば、僕に出来る限りは答えるので、気軽に聞いてください。

　間違っているところもあるかもしれません。その辺もなんかあったら言ってください。

第2回　企業システムとは何か

・企業システム＝企業がうまくやっていくための制度や仕組みが組み合わさった集合体≒さまざまな企業の取り決めのこと

・サブシステム＝企業システムを分野ごとにブロック分けしたもの

・ステイクホルダー＝企業の利害関係者。顧客や取引先など様々

・雇用システム＝雇用の仕方（正社員・バイト・パートの区別、賃金の決め方）

・職務給＝仕事の種類に応じて決めます。仕事の内容が分析されます。
・出来高給＝仕事の成果に応じて決めます。例えば、野球選手が、去年ホームラン50本打ったから年俸5億とか。

・職能給＝仕事の能力に応じて決めます。日本はこの職能給が一般的です。上司などの評価に基づいて決まります。ですが、給料のベースはやはり役職（課長とか部長とか）です。

＊日本の賃金制度については第3回で詳しく述べられています。

・金融システム＝企業―金融機関(銀行とか)、企業―債権者の関係調整に関するシステム。

お金を貸した側は、ちゃんとかえって来るか不安なので監視とか介入とかしたいのですが、企業にしたらあんまりでしゃばられると困るので、どれくらい権限を認めるかとかを決めます。それが金融システムです。
・ガバナンスシステム＝企業―スポンサーの関係を調整します。ここでのスポンサーは、大抵が株主です。これも金融システムと同じように、権限を認めてほしい株主と、認めたくない企業の関係を調整します。

・サプライヤーシステム・流通システム＝商品の仕入先や販売先との関係を調整します。

原材料の仕入れから販売までを企業内ですべて行うのは大変なので、どの程度ほかの業者(企業)に任せるかとかを決めます。

・市場メカニズム＝市場での競争相手(ライバル企業)との関係調整です。

ある程度協力するのか、価格競争を仕掛けるのか、それとも財の差別化(ブランド化を目指したり、個性的な商品を作ったり)するのかなどです。

・政府―企業間システム＝政府は産業発達のため企業に影響を与えようとしますが、企業は言いなりにはなりたくありません。また、両者の間の情報のやり取りの仕方にもいろいろな方法があります。その辺を調整します

・内部調整システム＝従業員間で、仕事を行っていく際の様々な事柄について調整します。

＊以上に述べた｢～システム｣一つ一つが、「企業システム」の構成要素である｢サブシステム｣となっています。

つぎの「3．企業システムの構成レベル」では、企業システムを構成する、または企業システムに影響を与える事項について述べています。わりとわかりやすいので、企業システムと法制度の関係についてちょっと補足します。

・企業システムと法制度

＝企業システムには法令・判例・契約というものが含まれ、これらは法律によって管理されています(認識される、とも表現されています。)。これらは裁判所に訴えることで強制が可能です。しかし、企業システムには、明文化されていない慣習や規範もかなり含まれると考えられます。例えば、課で行う打ち上げでは課長が費用の半分を負担すべき。という例が挙げられています。このような慣習や規範は、法制度の範囲外にあり、裁判所に訴えたところで強制は出来ません。
つまり、企業システムとは法制度の中で収まりきるものではない。ということです。

４．日本型企業システム

・年功型賃金・昇進＝両者で微妙にニュアンスが違います。年功型賃金は｢給料｣が年を経るごとに上昇します。昇進では役職が年齢順、つまり、部長などのポストがあいたときなどに、勤務年数の長い人が昇進するということです。これらが成立するときには、後輩の給料方が高かったり、上司が年下だったりすることは(ほとんど)ありません。

・メインバンク＝主に、その企業に融資してくれる金融機関の中で中心となって融資してくれる銀行のことです。大体企業ごとに一つです。メインバンクには様々な性質があり、後述の金融システムのところで詳しく述べられています。

・｢ものを言わない株主｣＝その名のとおり、株は持っているけれど、株主総会で議決権行使(企業の案に反対すること)はしません。

第3回　雇用システム(1)

1．雇用システムの構成要素

・ジェネラリスト＝様々な仕事をする人で、主にサラリーマンをさします。

2．いわゆる日本型雇用システム：いわゆるアメリカ型との対比

（注：ここで述べられているのはあくまで｢イメージ｣です。なので、この後の内容で大抵が｢現実では違う｣と否定されています）
・長期安定雇用＝その名のとおりです。ここでは｢いわゆる｣日本型システム、つまり日本型システムの｢イメージ｣が述べられているので、定年は60歳前後と書かれています。しかし現在では60歳での定年は違法とされており、定年退職の年齢引き上げや、定年そのものの廃止などが義務化されています。ただ、引き上げなどは、今すぐでなく、段階的引き上げなので、60歳前後の定年もまだ残っています。

・年功型・生活保障型賃金―ここでは年齢の上昇に伴い生活費負担の上昇が想定されていますが、これは子供の教育費や、心理的に年をとるにつれて生活水準を下げていくことは避けたいと思うことなどが考慮されていると思います。

・短期雇用・解雇の自由・転職＝企業側も長期雇用などは考えず都合に合わせていつでも解雇するし、従業員側も条件の良い職が見つかれば積極的に転職します。

・ブルーカラー＝現場で作業する人です。例えば工場で働く人や職人などです。

・ホワイトカラー＝事務作業をする人です。サラリーマンはホワイトカラーです。安直な考えですが、仕事をするときにスーツか作業着かで大体は区別できます。

3．現実の中の日本型・アメリカ型雇用システム

・新卒採用＝新規大学卒業生を指すことも新規高校卒業生をさすこともあります。主に、ホワイトカラーでは前者、ブルーカラーでは後者の採用を行います。

・試用期間＝その労働者が仕事に適しているか｢雇用者｣が｢労働者｣を試します。ハラハラしますね。

・継続雇用制度＝定年をなくすこととは微妙に違います。主に再雇用をさすと思われます。

・再雇用＝いったん辞職して再び雇用されるという形をとります。高校などで、65歳を過ぎたおじいちゃんがまだ先生をしている例などが挙げられます。再雇用でポイントとなるのは、賃金を引き下げることです。団塊の世代が退職し、技能の継承が問題となる昨今、再雇用は増加することが見込まれます。しかし、勤務年数が長い人たちをそのまま雇用し続けたのでは、賃金が上がりすぎて、人件費がえらいことになります。なので、賃金は下がり、労働者は金のため＋趣味・楽しみ・会社への恩返しのためという感じなのではないでしょうか。
＊ちなみに、中小企業では定年という感覚自体が薄いとされています。

・操業短縮＝名前どおりに工場の操業(稼動)時間を短縮や、業務縮小(企業活動の範囲を狭める)などのことです。

・片道切符の出向(転籍)＝転勤になったきり帰ってこれないことです。例えば、東京の本社から岡山の小さな支店に飛ばされ、本社に戻る見込み(予定)がない場合などのことを言います。認められにくいです。

・ウォール街＝ニューヨークにある金融市場の通称です。皆さん知ってるかもしれませんが、万が一に備え、こういう僕が微妙に迷った内容は一応書いていきます。知ってる人はどんどん飛ばしてください。

賃金

・｢資格｣と｢職｣－わかりにくいので、簡略に示すために、ちょっと無理がありますが学生にたとえてみます。｢資格｣を｢小学生、中学生、高校生、大学生｣とします。そして｢職｣を｢アルバイト｣とします。
例えば、家庭教師という職に就きたいと思ったとします。ここで、家庭教師になるには大学生以上という資格が必要になります。つまり、家庭教師になるには大学生になる必要があるのです。ここで大切なのは大学生になったからといって全員が家庭教師になれるわけではないということです。特定の職(特に高位の職)には決められた程度以上の資格が必要ですが、その資格になったからといって食が自動的に決まるものではありません。

また、資格の昇格ですが、下位の資格は、小学校から中学校にあがるように、普通に勤務をしていれば昇格します。学校と似ているのですが、最低勤務年数などが決められています。ただ、上位の資格になってくると、勤務年数だけではだめです。高校生・大学生という上位の資格になろうと思うと、内申や入試が影響しています。企業の場合には、内申が勤務成績(上司の評価)、入試は同様に試験に対応しています。

やはり、学校でも企業でも、高い地位を手に入れるには、先生や上司など上の人の評価を気にしながら、テストで好成績を残していく必要があるようです・・・

＊下位の資格とはいえ、必ず昇格できるわけではないです。ただ、エリート組とその他は、勤務年数15年ごろの課長ランクぐらいからコースが分かれていくらしいです
＊資格のことを職能資格とも言います
・手当＝基本給だけでは不平等になる場合が多いので、勤務状況に応じた手当を支給することで調整します。例えば、東京の家族4人暮らしと岡山の1人暮らしでは、言うまでも無く生活にかかる費用は大きく異なります。岡山と同じ給料では東京では生活していけない、ということもあります。なので、様々な状況に応じて、いろいろな手当があります。

・上級管理職＝直接的に仕事はあまりすることの無い、お偉いさんたちだと思ってよいと思います。
・ボーナス比率の引き上げによる成果連動型―ボーナスというのはその労働者のがんばりのご褒美として支給されるようなものなので、基本給に比べ、その人の労働の成果(どれだけ役に立ったか)が金額に反映されやすくなっています。なので、ボーナスの比率を上げることは、成果連動型へ多少なりとも推移する結果となります。

・電産型賃金体系＝年をとるごとに生活費が高くなっていくのにあわせ賃金が上昇し、生活費を保証していく性格を持った賃金体系のこと。だと思われます。

・成果給＝年俸制あるいは出来高給と同じです。

＊アメリカには日本の国民保険のようなものはありません。そのため、保険がとても高額なものとなっています。

・職務記述書＝その人がすべき仕事は何なのか(職務範囲)、その人の給与はいくらかなのかをかなり細かく書いたものです

・職務範囲＝その人の仕事の内容のことですが、職務範囲以外の仕事はしてはいけません。つまり、自分の仕事が早く終わったからといって、企業内の別の職務を持った友人の仕事を手伝ってはいけない、とうことです。なぜならば、手伝うことで、手伝われた人の存在価値が薄れ、ひどい場合には手伝ってもらった人は職をうしなってしまう可能性があるからです。
第4回　雇用システム(2)

昇進

・昇進と昇格＝上記のように、昇格と昇進は異なり、昇格したからといって昇進できるわけではありません。昇格してもそれに見合う職(ポスト)が無いときには、｢○○部付き部長とか「○○担当部長｣という処遇になります。つまり、ポストをこじつけで無理やり作る感じになります。

・昇進＝職位(部長とかのポジション)が上位に上がること。

・昇格＝資格(理事とか主務とか)が上位に上がること。

・特急組＝将来幹部クラスへの昇進が見込まれており、しかも昇進のスピードが速い人たち。いわゆるエリート組。
・鈍行組＝将来幹部クラスにはおそらくならない。しかも昇進のスピードが遅い。いわゆる万年平社員とかいう人たちはこのグループ

＊日本の多くの企業では、ある程度たってから(入社15年課長クラス)特急組みと鈍行組に分かれだします。ただし、官公庁とかは例外です。

・ファスト・トラック＝特急方の昇進コースのこと。その中でも、入社後数年以内で、特急型と鈍行型が分かれる場合を言います。官公庁以外には、旧電電公社とかがこのファスト・トラックを持っていました。民間企業ではほとんど見られません。
＊ちなみに、戦前の旧財閥では、有名私大・帝大の卒業生で、本社に採用された人たちがファスト・トラックになっていました。

｢良い職｣と｢悪い職｣＝当たり前ですが、同じランクの職にもよしあしがあります。同じ国公立大学でも、東京大学と岡山大学とでは大きく違うのと同じです。良い職とは、仕事の面白さや成果の出しやすさ、人脈の広がりやすさなど、簡単言えばその仕事をする上で、給料以外のメリットが大きいということです。東京なら遊ぶ場所もいっぱいあるし、賢い人との繋がりもたくさんできるけど、岡山ではそうも行きませんね。

ちなみに、いわゆる｢本業｣部門が良い職だとは限りません。例えば自動車工場で、工場の責任者となるより、製品の販売・納入交渉の責任者となるほうが、メリットが大きい場合もあるかもしれません。

・抜擢人事＝定義の仕方は色々あり、一つに定義するのは難しいです。

①年次が上の人を全て飛び越えると定義する場合→現実的ではないです。自分より勤務年数の長い人たちは、全員部下という状況になってしまうので、めったに見られる現象ではないです。ただし、社長の場合にはたまに見られます。専務などよりも若い人が社長に就任し｢何人抜き｣とかが話題になったりします。

②上司のほうが部下より若いことを定義する場合→頻繁に見られます。①では先輩｢全員｣を抜かさなければ成立しませんが、②は一人でも抜かせば成立します。昇進スピードは当然人によって違うので、よく見られる現象であるといえます。定年間際の先生は普通の教諭なのに、50歳の先生が学年主任や教務主任になったりしますよね。

・グレード＝アメリカではこれによって給料が決まります。日本でいう職務の分類です。しかしアメリカでは、グレードが上昇すると必ず職務も変わります。つまり、日本のように、資格が上がったのに職位があがらないようなケースはありません。しかし逆に言うと、もし実際には同じ仕事を続けている人のグレードが上がった場合には、仕事内容は同じにもかかわらず、グレードと一緒に職務は変更されます。形式的には違う職務になり、給料も上がるのですが、実際している仕事は昇進前と変わらない、という状況になります。これは実質的には日本の資格と職位の関係とも似ています。またグレードは、資格と同じように、給料を査定する際の枠組みとなっており、グレードの中で給料は査定されます。これらのことから、グレードという制度も、日本の職能資格制度(資格と職位で給料が決まる制度)と似たものだといえます。
・内部昇進＝ポストがあいたときに社内の人が昇進します。部長が退職したら、課長が部長になるような場合です。いわゆる普通の昇進です。

・ポスト公募＝例で言うと部長が退職したとき、部長へのなり手を社外に募集し、他企業の元部長が部長になったりする場合です。

・CEO＝日本で言う社長です。Chief executive officerです。
・セクター＝部門・分野

・インセンティブ＝そうしようと思う動機・刺激。インセンティブが発生する、といったら、メリットがあるからその行動をしようとする、と置き換えて大差ないと思います。微妙に異なるのは、良いだけでなく、そうするよう刺激されるという点です。

・賃金変動リスクに対する生活保障＝労働者側からしたら、賃金が毎月コロコロ変わったら嫌ですよね。新築ローンも組めません。なので、一定の賃金を支払う(もちろん昇給はしたりしますが、急落したりしないということです)代わりに、支払われる賃金の合計額を減らすということです。毎月安定した給料を保証してやるのだから、多少安くてもいいだろう。と、企業が労働者に対して言えるということです。労働者も、多少安くなっても、安定した生活を送るほうが良いので、この条件を呑みます。結果として、企業は人件費を節約することが出来ます。
生活補償費の増加についても同じことが当てはまります。大体の人は年を取るにつれて、生活費も増加していきます。しかし、賃金が将来ずっと一定だとしたら、自分で貯金とかをして考えなければいけません。これを労働者がめんどくさい・不安だと思った場合には、企業は生活保障型の賃金(若いころ安い代わりに年をとると高くなる)を導入します。その見返りに、賃金の生涯の合計額を減らします。労働者に対して、将来の不安を緩和してやるから、ちょっと休めの給料で我慢しろ。といっている感じです。
・バッファー＝緩衝装置。経営状況が悪化したときに、調整するもののことです。例えば企業は経営が厳しくなると、バイトなどの非正社員の雇用を減らして(クビにして)経営を調整します。

・企業の機会主義的行動＝年功型賃金をとる場合には、若いころ安い賃金で働かせて、年をとったら、給料が高くなる前に何らかの理由をつけてクビにしてしまえば、企業は人件費を抑えることが出来るので、企業がそうするメリットがあるといえます。

しかし、実際には、世間の評判や企業特殊的技能などがあり、なかなかうまくいきません。なので、企業は、年をとった社員に｢自発的辞職｣を促します。肩たたきとかいうやつです。「辞めろ」という命令が｢辞めない?｣という勧誘に変わった形です。
・企業特殊的技能＝その企業に特有の技能で、ほかの会社に言っても役に立たなかったり、逆に、その企業でしか身につけられないので新社員や他企業からの社員では代用が聞かなかったりします。その企業に長い間いてくれている社員が大事になります。

・計算間違い＝景気変動などにより、生産性が測定できないため、賃金≠生産性となることがあるということです。ビールの販売を行う社員がいたと仮定してください。好景気のとき、一本500円のビールが1日に2000本売れるとします。このとき企業がビール販売員の給料を一日15000円としたとします。これがこの会社のビール販売員の基本給になったとします。しかし、問題は不景気になったときで、1日に1000本しか売れなくなったとします。このとき企業は、販売員の給料を1日7500円としたいところですが、給料を半額に引き下げるなんてできないので、給料は15000円のままです。このような場合には企業が払う賃金と、労働者の生産性(どれだけの利益を出したか)は明らかに異なっています。このように、生産性は景気などに左右されやすく、計算が難しいので、賃金の計算が結果的に間違っていたと行くことも良くあることなのです。
第5回　金融システム

・融資＝普通にお金を借ります。当然返却の義務があります。直接金融と間接金融の2種類があります。貸した側は、ちゃんと帰ってくるか心配なので、監視とかしたいです。

・直接金融＝いわゆる社債発行です。貸した側は、｢○円返します｣という証文を手にすることになるので、再建(返してもらえる権利)として社債を売ることが出来ます。今度は社債を買った人が会社からお金を返してもらうわけですね。ちなみに、一般的に直接金融というと、株式のことも含みます。

・間接金融＝銀行などに金融機関から借りることを言います。

・出資＝借りるのではなく、資金を出してもらいます。利益が出た場合には、配当として出資者にお金を渡します。利益が出なかったら配当もありません。

・内部留保＝資金が必要なときに、銀行などに借りずに、自社の貯金で何とかします。相当力のある企業しか出来ません。僕の記憶では、日本の自動車会社でトヨタだけがこれをできるそうです。あくまで記憶なので信頼しないでください。

・メインバンク＝企業が融資を受けるいくつかの銀行のうち、一番多く融資を受けている銀行のことをいいます(たまに1つではない2・3個のこともあります)。現在の日本では次の4つの性質がとりあえず上げられます。５つ目は場合によって異なり、6つ目は疑問が残ります（おそらく成立していません）

①メインバンクは、持っている企業と持っていない企業がある
②企業と、複合的で長期的な関係を持つ

→企業の株式を保有したり、決済のための講座を持ったりします。端的に言うと。融資(大半)と出資(小額)を両方行います。現実では多くの場合成立しています。多くの場合には長期的な関係を持ちますが、10年間に企業の三分の一くらいはメインバンクを変えていたというデータもあります。

③上記の関係が融資審査に利用されている

→②により、長期的な観察を行うことが出来、その豊富な情報を元に融資をするかどうかを決めます。メインバンクは、ほかの銀行より豊富な情報を持っていることが多いので、メインバンクの判断にあわせてほかの銀行がその企業に融資することも見られます。
④経営に問題があると、役員を派遣する

→実際に、銀行の人間が企業の取締役会に派遣されることは見られますし、企業の経営が悪化したときには、役員が派遣される確率は高まります

⑤企業の債権に関与する

→イメージ的には、企業の経営がピンチになると、メインバンクが救済するように思われていました。しかし、実際にはケースバイケースです。追加融資をしてあげる場合もあるし、追加融資を断る場合もあります。メインバンクが企業を救済するのは、法律や利益のためではなく、世間の評判のため、という面が大きいです。なので、評判と債権にかかるコストを天秤にかけて、その結果、救済したりしなかったりします。

⑥銀行が経営を日常的に観察している

→これはおそらく事実ではありません。いちいち経営に口を出しては、銀行の評判も下がるし、起業としても経営をしにくいです。銀行が口出ししたからといって経営がうまくいくわけでもありませんし。銀行としては、ほっといても、お金を返してくれていればそれでいいのです。返してくれなくなったら、さすがに役員を派遣したりします。

＊ちなみに、メインバンクは、特に日本的なものというわけではありません。企業と銀行が長期的な関係を持つのは、他の国でもよくあることです。
・委託されたモニター＝簡略にゆうと、メインバンク以外の銀行は、濃い関係を持っているメインバンクに監視を任せ、その行動に従うほうが、それほど関係の濃くない自分たちで情報を集めるより楽だし信頼も出来るので、モニターをメインバンクに委託しているという考え方です。現在まで成り立っていると考えられています。
・融資審査＝企業が何か事業を行う際に、その企業の事業のためにお金を貸してあげるかどうか考えること。どの企業に融資をするかも考えます。

銀行に資金が不足気味のときなどは、メインバンクの関係を結んでいる企業は、他の企業より融資を受けやすいです。
・安宅産業＝結構大きな巨大商社だったのですが、破綻しました。このとき、メインバンクとされていた住友銀行と協和銀行は、負担を負いながらも安宅産業の整理と再建を行いました。たぶんバラバラに整理されて、今ではほとんど残っていません。

・ハウスバンク＝メインバンクのドイツ版です。融資先の証券業務も行うので、メインバンクより強い力を持つとされます。

・保険的機能＝メインバンクにお金を借りている場合に、もし他の銀行よりも高い利子を払っていても、何かあったときに助けてくれるなら構わないとも考えられます。つまり、多めに払っている分が、保険料のような形になっているということです。
＊銀行から見ると、企業が倒産してしまった場合には貸したお金は返ってこないので、リスクは高く、完全救済というのは難しいといえます。評判を気にしながら、自分が大怪我をしない程度に助けます。

第6回　ガバナンスシステム(1)　｢企業集団｣を中心に

出資の話です。

融資の場合には、借りた人には返済義務があるので、事業がうまくいかなかったとき泣き目をみるのは借りた人です。しかし出資の場合には、出資のリスクは出資者が負担しており、事業が失敗したら出資者が泣き目を見ます。それでは困るので、出資者にはいくらかの権利が与えられています。株式会社を取り上げ、出資者である株主と企業との関係に注目してきます。

・取締役会→第7回で詳しく

・企業集団(通俗的なイメージ)＝大まかに言えば財閥の緩いバージョンだと考えてよいと思います。親会社の指揮の下、子会社、孫会社がしばしば一体となって活動しているイメージです

・企業集団(実態)＝相互に株式を所有する対等なグループ。集団を統括するような持ち株会社は存在せず、お互いに株式を持ち合います。メインバンクとかの関係ではなく、資本の関係で結ばれています。
・企業集団のメンバー≒社長会のメンバー
中核企業の傘下の子会社や孫会社は、企業集団のメンバーであるとはみなされません。

・社長会＝企業集団の中核となる企業の社長による会合です。頻繁にあるものではなく、また、実効的な拘束力は持ちません。
・ブランドの管理＝その集団のブランド（三菱とか住友とかの名前）が使えるので、若干信頼してもらえて、取引とかでちょっと有利ということです。

・安定株主工作＝企業集団はいわば仲間内です。なので、仲間同士で株式をお互いに持ち合っていれば、その分だけ他からの影響力が減るわけです。例えば、一般の株主の6割弱が企業の決定に反対したとします。株式持合いを全く行っていない場合行っていない場合、過半数で否決されます。しかし、株式持合いの比率が4割程度だったとすると、その4割は自分たちに賛成してくれるので(ひどい場合には反対されますが・・・)全体的に見ると反対票を投じるのは多くとも4割程度です。よって企業の決定は可決されます。このようにして、株式を持ち合うことで、外部からの影響力を弱め、経営を安定させようとします。ライブドアとかで話題になったような、のっとりの防止にもなります。

・共同出資・不況対策＝お金が要るときなどに、リスクを小さくするため、メンバーで少しずつ出資します。ただ、1社で出資する力がある企業は不満を持つ場合もあります

・グループ意識＝取引相手などを決めるときに、グループ内の企業を優先します。三菱系の企業の飲み会では麒麟ビールを頼むとかいうやつも一応これに含まれます。
・企業集団の日本的な点→財閥のようなものは、世界的に見られます。日本に特徴的なのは、相互に株式を持ち合って、株主の影響力を弱めた点です。つまりは、トップがいない横のつながりが企業集団になっているのが日本的です。他の国では、親企業が子会社孫会社を統一しますが、日本では財閥が解体されて親会社がなくなったので、このような形になったのだと思われます。(まぁ明らかになっていないだけで、世界にもこのような企業集団は存在するかもしれませんが・・・)

・株主影響力のコントロール＝株式持合いによる株主は、普通は味方ですが、あまりにひどい場合には反対されます。企業集団が意思を統一しそれぞれの企業をコントロールするのではなく、企業集団の構成員同士で、利害が一致したときに、同じ行動をとるようです。

・情報の非対称性のコントロール＝企業集団では、お互いに長期的かつ親密な関係を持っているので、情報が得やすく、そのため取引もしやすいということです。
第7回　ガバナンスシステム（2）　株主の地位と影響力

株主と、株主の持つ権限についてです。

・合名会社＝社員全員が会社の債務に無限責任を負います。つまり、会社の借金はなんとしてでも社員全員で返します。

・合資会社＝社員が債務を負うのですが、無限責任（借金がいくらになろうが返さなくてはいけない）の人と有限責任（決められて分だけ返せばよい）の人がいます
・社員＝法律上、社員は従業員のことではありません。従業員は法律的に言えば「使用人」です

・自益権＝利益の配当など、経済的な利益を受けることが出来る株主の権利です。
・共益権＝会社経営に関与する株主の権利です。具体的には株主総会の議決権です。

・取締役会＝社長や会長を始め、常務や部長、さらには平取締役（部長などの肩書きの無い取締役）などの取締役によって構成されます。

業務の一般的な内容については取締役会が決定します。実際には社長が大きな権限を持ち、取締役会が社長をコントロールすることは、社長が相当のことをしでかさない限りありません。なぜなら、取締役たちの人事権は社長が持っているからです。社長に逆らうと会社をクビにされてしまいかねません。
社長クラス以外（部長など）は実際に業務を執行する（現場で働く）ので、取締役会は会社経営に関して豊富な情報を得ることが出来ます。

・監査役＝企業経営の監視を目的としています。しかし、これも人事権は社長が握っていますし、機能していないといわれています。監視役とは名ばかりで、前代表取締役が「今までお疲れ様」という意味でこのポストについたりします。

・アメリカの株主総会＝日本と同じように、すべての株主で構成され、株主総会の権限に含まれる事項意外については決定権を持ちません。

・アメリカの取締役会＝経営者からは独立しており、経営の監視が主な目的です。なので、利害関係の無い人が重視され、全体の過半数は社外の独立取締役である必要があります。更に取締役候補者を選んだり、経営者の報酬を決めたり、会計を監査したりするような委員会は、すべて社外の独立取締役で構成されなくてはいけません。
しかし、独立しているため、情報が少なかったり、他の自分の仕事に忙しかったりします。更に、独立取締役といっても、社長の友人で構成される場合が多いので、取締役の監視機能にはやはり限界があります。

・株主の影響力＝制限はあるが、やはり影響力は持っているというのが結論です。

・機関投資家＝生命保険会社や信託銀行など、資金を運用して増やそうとする機関

・「沈黙する」機関投資家＝議決権を行使しない機関投資家のことです。理由はいくつかあります。

まず、いちいち監視するより、やばくなったら売ってしまえばよい。

そして、議決権行使をするということは、経営陣にけんかを売るようなものなので、評判が悪くなる。

年金などの公的資金を扱う場合には、議決権行使は禁止されていると解釈されていた。
などです。
最近では、議決権を行使する場合も出てきました。しかし、経営内容にまで踏み込んで積極的に議決権行使を行うのは大手機関投資家ではなく、村上ファンドのようなもう少し小さな投資ファンドです。

・議決権行使＝株主総会で、経営に関する問題など、企業の提案に反対することだと解釈してよいと思います。

・委員会設置会社＝アメリカ型に近いといえます。取締役会は監督機関となり、経営は新しく作られた執行役にゆだねられます。取締役会の中にはアメリカのように指名委員会・報酬委員会・監査委員会が設置され、これら3委員会については過半数が社外取締役（会社で働いていたことの無い人）で構成される必要があります。

実際にはあまり取り入れられていません。

・機関設計のフレキシビリティの強化＝取締役会や監査役会、監査役を設置するかどうかについて、自由にきめることの出来る部分が増えたということです。規模や公開会社かによって異なりますが、一般的な大企業の場合には、取締役会＋監査役会＋会計監査人のパターンか、委員会設置会社のパターンしかなく、フレキシビリティが高まったかどうかは微妙です。
・公開会社＝株式を公開している会社。つまり、一般の投資家がその会社の株式を買うことができるような会社です。
第8回　　サプライヤーシステム

前にも少し述べましたが、現代の企業は、さまざまなほかの企業との関係の中で、生産・販売活動を行っています。

その中で、どの辺りまでを自分たちで行い、どの分野を他社に任せるか、取引先とどのような関係を築くか、などが問題となってきます。

これらの問題への対応策として、日本的だといわれてきたのが「系列」です

今回は、この系列についてです。
系列は自動車産業以外にも見られますが、やはり自動車産業が典型的な系列を持っています。なので、自動車産業を例に、系列についてみていきます

１。What is keiretsu?

・日本の系列の一般的イメージ
＝一つの主要な企業（トヨタとか）を中心とした、長期的で、排他的で、閉鎖的で、従属的な関係。これら４つがキーワードです。

・長期的関係＝取引を長い間行うということです

現状として見られるようです。

・排他的関係＝その部門（特定の部品など）に関しては、主要企業も、その取引業者としか取引を行わず、取引業者も他の企業には納品しません。つまり、ある部品や部門に関しては、お互いに1対1の関係で、他の企業や業者とは取引しないということです。

この関係は、現実ではあまり成り立っていません
・閉鎖的関係＝その取引に関して、第三者的な企業が参入できないことを言います。現状、系列の関係の中への新規参入は難しいですが、優れた技術を取引業者が持つ場合には新規参入も十分考えられ、不可能なわけではありません。

・従属的関係＝その名のとおり、主要企業のほうが立場は上で、取引起業は言いなりになるだけという感じです。確かに実際にも主要企業のほうが若干優位にある場合が多いですが、取引業者の技術が優れている場合には逆転することもあり、現状としては従属的とは言いがたいです。

・主要企業＝トヨタとか、日産とか、いわゆる大企業のことをここでは指しています

・取引業者＝主要企業に部品を納入するような、俗に言う子会社や孫会社、下請け会社のことをここでは指します。

２．系列の実態

・デンソー＝トヨタの部品メーカーです。トヨタとの関係は、長期的ではありますが、閉鎖的・排他的とは言いがたいです。

実際にデンソーが生産する製品のうち、トヨタへと納品されるのは半分程度です。他社に対してもデンソーは製品を積極的に売り込んでいたので、トヨタは怒り、コントロールを強化しようとしています。

・外製比率＝最終的に出荷する商品のうち、部品メーカーに作ってもらう割合のことです。部品だけでなく、材料や外注費も考慮に入れられます。

日本はアメリカに比べ外製比率が高いのですが、そこには理由があります。

まず、日本の自動車メーカーは、元々が小さな会社だったので、自社ですべてを生産する力がなく、部品メーカーの力を利用しながら発達してきました。それに対しアメリカでは、企業の規模が多く部品メーカーなども一つの企業が含んでしまっているので、外製比率が低いのです。
・長期安定取引＝後発参入組は長期でない場合もみられます。しかし、トヨタ系は長期の場合が多く、長期的関係が望ましいとされてきました。部品ごとに関しては長期取引でなくとも、企業同士の単位で考えると長期的な関係となることが多いようです。

・ジャスト・イン・タイム型の生産＝部品が足りなくなったときに足りなくなった分だけ作ってもらうことをいいます。自動車メーカーなどは、在庫をためたくないので、理想的ともいえます

・ゲストエンジニア＝自動車メーカーにいる（派遣されたり常駐したり）部品メーカーのエンジニアです。

・承認図方式＝自動車メーカーは、部品メーカーに「大体こんな感じで作って」と依頼をして、細かな設計は部品メーカーが行います。その設計図を自動車メーカーが承認する形になるので、承認図方式です

・サブアセンブリー納入＝ネジとかボルトのような一つ一つの部品のまま納入するのではなく、ホイールとかエンジンとかのように（もっと細かいかもしれませんが）ある程度までは部品メーカーが組み立てておいてから、自動車メーカーに納入します。
・無検査納入＝自動車メーカー側は検査を行わず、部品のクオリティなどの検査を部品メーカーに任せてしまいます。なんかあったときには部品メーカーが責任を取らされます。

＊上の3つの方法（承認図方式・サブアセンブリー納入・無検査納入）は、一見、部品メーカーの負担が増えるように見えます。しかし、部品メーカーは仕事が増える分だけその料金を上積み出来るので、実質的に仕事が増えたことになり利益も増えるので、必ずしも損とはいえません。何万点ものパーツがある中で、全部を自分ではやっていられない自動車メーカー側と、仕事をたくさんもらって利益もたくさん得たい部品メーカー側の思惑が一致し、両者にメリットがあるともいえます。

・サプライヤー＝部品供給者。つまり部品メーカーです。

・複数発注＝何社かのサプライヤーに部品を納入してもらうことです。サプライヤーを一つに限定してしまうと、そのサプライヤーが「もっといい条件にしないと、納入しないよ?この部品ないと自動車作れないから、自動車生産全体がとまっちゃうよ？」といった脅しをかけてくることもありえるので、複数のサプライヤーと取引するのが無難だともいえます。
・開発コンペ＝いくつかのサプライヤーにその部品に関する企画を出させ、よりよい部品を納入できそうなサプライヤーに部品を納入させます。自動車の開発の段階で、部品によってはすでにサプライヤーが決まっている場合もあります。
・複社納入＝一つの企業にしか納入しない場合だと、その企業に牛耳られてしまう可能性があるので、部品メーカー側も、複数の企業に部品を納入します。

・VA（バリューアナリシス、価値分析）＝同じ部品を納入し続ける場合、その生産コストはだんだん安くなることが期待され、納入価格もだんだんと安くなります。これは、生産していく中で、方法を見直したりして、より効率的に生産できるようになると考えられているからです。部品メーカーが損をするように思えますが、実際残すと削減額＞納入の減額、となっている場合が多く、部品メーカーは開発コストを削減することで儲けも増えるように暗黙の了解で決まっています。

・リスクシェアリング＝原材料費の変動によって、生産コストは変化します。そのリスクを自動車メーカーと部品メーカーのどちらが負うか、という問題です。大きく分けて2種類の方法があります。

一つは、トータルの納入価格を一定にする方法で、原材料費が上がろうが、逆に下がろうが、それに対処するのは部品メーカー側となります。これは部品メーカー側に対応力があるときによくとられます。この場合、部品メーカーはリスクが高いように見えますが、逆に言えばうまく生産コストを下げればその分儲けも増えます。原材料費が安くなったときも儲けが増えます。危険はありますけどやる気が出ますね。

二つ目は、部品メーカー側の利益を一定にして、原材料費などはその変動に応じて自動車メーカーが払う場合です。これは、部品メーカーにあまり力が無いときによくとられます。この場合には部品メーカーは、原材料費がどうなろうとがんばって生産コストを下げようとも、儲けは一定です。やる気がそがれる気もしますが、もし原材料費が高くなった場合などは自分たちの力では対応することが出来ないので、こうするしかありません
・重層性＝主要企業に直接部品を納入する部品メーカーを1次サプライヤー、1次サプライヤーに部品を納入する部品メーカーを2次サプライヤー、・・・・という風に表現していくと、5次ぐらいまであるらしいです。しかし、5次ぐらいになると、超小規模で家族でやっているようなものがおおく、うまくいかなかったらすぐ他の職に乗り換えます。
・情報伝達の必要性＝自動車の部品の中には、その自動車に特別なものも多く、部品を生産する前に詳しい打ち合わせが必要となります。その部品の内容の打ち合わせを繰り返すうち、濃密な関係が築かれるというわけです。関係が長期になればなるほどお互いに対する知識も蓄積されるので、取引や打ち合わせがしやすくなります。この、部品に関する打ち合わせは、自動車メーカーと部品メーカーをつなぐ重要な要素です。

・関係特殊的投資＝その企業との間でしか役に立たない技術や知識がある、ということです

・規模の経済＝部品の生産などを一社に絞ったほうが、その部品メーカーが生産する量は当然多くなり、大量生産をすることになるので、積まれる経験やデータも豊富になり、生産コストを下げやすいということ

第10回　市場メカニズム

(ちなみに、第9回というのはありません。授業ペースの関係で、内容が1・2回分減ったからです。なので、番号が飛んだりするのはあまり気にしないでよいです。)

理念上は、競争相手とは、その名のとおり敵対する関係にあるので、何のかかわりも持たないとされます。しかしながら実際には、いろいろな理由によって、競争したり手を組んだりが複雑に入り組みます。その理由や実態をこの回では扱っています。

授業のレジュメでは、｢一般的イメージ(神話と表現される)｣と、それに対する｢実態｣という形で、イメージと現実がどのように違うかを述べています。

・市場＝さまざまな売買が行われる場所・状況の集合です。当然、経済の中心です。

・自由競争市場＝企業による独占・寡占や、カルテル・トラストといったものがなく、全企業が、自由に、かつ平等な条件で参加できる市場です。

一般的に、望ましいとされています。しかしながら今まで日本では、反自由競争的立場が主流だった時代もあり、現実に望ましいと思われているかどうかは自明ではありません。

・完全競争モデル＝このモデルでは、供給者と需要者が多数存在し、両者とも完全に商品等の情報を把握し、取引に費用はかからず、参入退出にはコストがかからないという条件の下で、社会全体の経済的な効率が最適化されるとしています。

なぜなら、まず、長期的に見ると需要と供給は一致します(よく見るバッテンのようなグラフにあるように)。すると、価格は一定となります。参入退出にコストはかからないので、その価格で利益を出せる企業だけがその商品の市場に生き残り、他の企業は退出していきます。この生き残った企業を見てみると、退出してしまった企業がいた状態に比べて、効率的な生産を行っていることがわかります。よって、完全競争が成立すれば、経済厚生（社会全体の利益）は最大化する、という認識が成立しています。
しかしながら、当然、コスト0での参入退出など、現実には不可能な仮定も多いため、完全競争の実現は不可能であり、近似を目指す、という形になります。

・適者生存＝市場競争に勝利した企業だけが生き残る、という考え方です。この考えでは弱小な中小企業は見捨てられてしまいます。

・良いカルテル論＝ある程度のカルテルによって、安定供給・安定需要が成立するという考え方です。自由競争に任せすぎると、極端な供給者優位、消費者優位にはしり、価格・供給量の上下が激しくなることがあるので、多少のカルテルが必要な場合があるということだと思います。

・電卓の話＝下に述べる、｢対話としての競争｣が成立する、という場合の例です。電卓の発展が云々は覚えなくて(見なくても)良いと思います。結局大事なのは、｢対話としての競争｣の概念を理解することです。
・対話としての競争＝同じような商品をめぐって、市場で激しく競争し続けていく中で、競争相手の新製品開発の方向性などから、相手企業の製品開発に対する考え方などを知ることが出来ます。それを繰り返すうちに、だんだん似たような製品を作るようになります。

お互いの競争の中で新しい市場ニーズやお互いの行動に関する情報を獲得しているのです。これを、対話による競争、という言葉で表現しています。

要するに、競争相手を見て自分たちに足りない部分を補っていく、ということです。

・競争の欠如、競争制限のための(共謀的)行動＝日本の企業が｢横並び的｣である理由として、競争をしなくてすむように、企業同士がわざと行動をそろえ、お互い楽をしようとしている、と考えられていること。

実際にはそうではありません。競争しないために横並びなのではなく、各企業が利益を求め競って参入した結果横並びになったのです。

つまり、ある企業が巨大な利益を得ている商品市場が存在したならば、その利益を奪おうと他の企業も参入してきます。その商品市場の利益が多数の企業に分割されていきます。すると、結果的に企業は横並び的になる、ということです。
・差別化と同質化＝ある企業が新しい分野で利益を上げようとしているときのほかの企業の対応策です

・差別化＝違った性質を持つ商品で競争しようとします。価格ではなく、新製品開発や品質による競争になります。成功すれば大きな利益を得る可能性はありますが、新たな製品を開発するということで、売れる保証はなく、リスクも大きいといえます。

・同質化＝同質的な製品間の価格を中心にした競争になります。悪い言い方をすると、儲かっている商品を｢パクり｣ます。儲かっている企業がすでにいる分野に似たような商品で参入するわけですから、当然巨大な利益を得るのは難しいです。利益の奪い合いになるので。しかしながら、すでに売れている商品と似たような商品を出すので、売れる保証は結構あります

＊個人的な意見ですが、差別化と同質化について例を挙げておきます。
差別化について。たまごっちが流行したとき、似ているようで違う携帯育成ゲームが一気に出回りました。僕も町内会で恐竜を育成するやつをもらったことがあります。2時間で壊れましたが。いろいろな種類の、差別化された商品が出回りましたが、その中で全国的に売れたものは少なく、ハイリスクハイリターンの典型です。

同質化については、発泡酒や第3のビールが、税金の関係で安く売れるから人気を博したときに、ビール業者がいっせいに参入しました。どの製品も似たり寄ったりなので、ある程度は売れるのですが、多数の企業が参入しているため、大ヒットは困難です。ローリスクローリターンです。これが典型的だといえます。

・共謀的行動＝暗黙の了解などである条件を変えない場合などを言います。例えば自動販売機などでは、一部の例外を除いて、缶ジュースの値段は大体120円程度です。スーパーで売られているジュースの値段などから見ても、もっと価格を下げてか買う競争を行うことは出来そうなのに、していません。これは共謀的行動といえます。
＊ですが自動販売機では、同時に、新製品や品質などによる競争的行動が激しく行われています。

•完全競争≒自由競争が現実において常に正しいとはいえない理由
→確かに、完全競争というのは成立すればすばらしいかもしれないが、前提からして現実世界での成立は難しい（参入退出にコストがかからないetc）
現実の経済は完全競争からはかなり遠いところにあるので、下手に完全競争に近づけようとしても逆に状況を悪化させてしまう場合がある。なので、ただやみくもに完全競争に近づけようとするのではなく、現状に見合った政策をとる必要がある
第１１回　政府―企業間関係

この回では、その名の通り政府と企業の関係について述べられています。
主に、政府がどのようにして産業の情報を得て、どのように企業をコントロールするかが述べられています。

•通産省＝通商産業省のことで、この回では日本政府による企業統制、といった場合政府というのは特に通産省をさす場合が多いです。産業について、あれこれする官庁だと理解しておけばよいのではないかと思います．

•日本株式会社論＝日本全体を一つの大きな株式会社のようにとらえることです。通産省が司令塔となって諸企業をコントロールし、日本全体が大きな利益を得られるように活動している、との考え方です。この考え方は、通産省の担う役割を非常に大きなものだととらえています．国家主導で経済の発展を目指します．「経済成長のための最適な経路」を、通産省が決定できることが前提と成っていますが、実際にはどの産業が発達するかなど当然わからないので、正しいとは限りません。

•政策手段＝後半で詳しく述べられていますが、政府が、企業をコントロールするための様々な手段です。法的拘束力があるものや、補助金など金銭的メリットを与えることでコントロールするものなど、色々あります。現在は補助金がメインです．

•行政指導＝法律上は従う義務のない、政府から企業へのお願い、意見、勧告のようなものです。

•産業政策＝レジュメにも書いてある通り明確な定義は難しいのですが、とりあえず、合併推進や生産量調整の仲介、設備投資の順序付け等、レジュメに述べられているものは明らかに産業政策であるようです．

•政策金融＝政府の目的に合致するプロジェクトに対して、民間の銀行より有利な条件で融資することです．例えば、政府系機関である農林漁業金融公庫が、「森林維持のために使うなら、安く貸してあげる」という融資を行ったとしたら、政策金融にあたります。これを利用することで政府は、伸ばしたい産業の発達を促すことができます。

•通達＝官庁内での、法律の解釈やほかの官庁への命令へ使われるものなので、直接一般国民に関係はありません．しかし、実際の行政はこの通達に基づいて行われるため、この通達は非常に大きな意味を持ちます．

＊「産業政策の実態」のところでは、３つの例が述べられていますが、これは理解を助ける実例であると思うので、詳しいことは覚えなくても、わからなくても大丈夫だと思います．
大事なのは、
•補助金などで企業をコントロールしようとしても、経営がうまくいっていて補助金を必要としない企業は従わない場合がある．
•強気な企業に対しては通産省も強く出られない場合がある
•許認可権など、法的拘束力を政府が持つ案件の場合には、強い強制力を持って政府が企業を統制することも可能である．
といった点です。

•ガウベル効果＝レジュメにもありますが、ある銀行が融資をしていたら、その銀行の調査などの能力を信用してほかの銀行も融資をするという行動のことです．変な例ですが、かっこいい(おしゃれな)芸能人が着ている服が流行る、というのと似たようなケースではないかと思います．

•逆ガウベル効果＝通産省がある産業部門を将来有望とし、発展させようという方向性を示したとき、大企業はそれと同じ方向で開発を進めます。しかしながら資金に乏しい中小産業は、とても大企業がこぞって参加しているような部門には参入することができません。なので、通産省が示したのとは違う部門で、独自の技術を開発しようとします．その結果として、通産省が示したのとは別の部門の産業が大きく発達することも十分にあり得ます．これをいわば逆ガウベル効果、と呼んでいるのです．

•アイデアの提示•伝播＝政府の予知能力はどうであれ、政府が、「この産業が伸びる！」という見通しを示すことで、多くの企業がその分野の開発を進め、結果としてその産業が発達し、政府の見通しが当たったことになります。この、諸企業にアイデアを示し広める機能は、現実に認められるといえます．

•調整＝もう一つ確実に認められるそうな通産省の機能は、この調整です．権限•情報を持ち、中立的な立場の通産省は、「公平な第３者」として、様々な産業を調整するのに適しているといえます．
第１２回　終章：企業システムを見る視点

この回は、基本的に今までのまとめですここで述べられている内容については、ほとんどの内容が今までのレジュメに載っているので、この回は、語句説明というよりは、この回のレジュメで、補っておいた方がよいだろうという部分に関して述べていきます．まぁ前のレジュメみればわかるんですけど、いちいちレジュメあさるのは面倒くさいと思うんで、スムーズに読み進めていく手助けになればと思います．

•日米の選抜の早さの違い＝伝統的には、日本は選抜が遅く（十数年）、アメリカは早いです（数年もしくは入社時）。現在は必ずしもそうではない場合もありませんが、アメリカと日本のホワイトカラーの雇用の仕方の違いは何か、といわれたらこの選抜の早さの違いがまず出てくるのではないかと思います．

•アメリカで、企業と長期的な関係を銀行が維持していても、救済に関与しにくい理由
→アメリカでは、救済に関与した場合、救済した銀行の債権は返済が一番後回しになります。「助けてやるから、ほかの銀行の借金はほっといて、うちの銀行の借金から返せよ」といったような脅迫を防ぐためです。

•日本の取締役が、経営監視機能を果たしていない理由
→人事権を社長に握られている従業員によって取締役会は構成されるので、事実上経営（社長の決定）には逆らえないからです

•（アメリカの）社外の独立取締役が実際の監視機能を果たしにくい理由
→外部であるが故に、その企業に関して詳しい情報も持ちませんし、監視だけを職業としている訳ではないので常に監視する訳にもいきません。よって細かい監視ができなくなるのです。ちなみに、社外の取締役といっても、社長の友人などで構成される場合も多く、馴れ合いになっている場合もあります。

•日本が部品供給を外部のサプライヤーに依存した理由（特に自動車企業の話）
→日本の自動車企業というのは、今では大企業になっていますが、昔は小さな企業でした。トヨタが昔は機織りをしていたように。なので、自社ですべての部品を生産する力がなく、外部の部品供給メーカーの力を利用しながら発達してきたからです。

•銀行による企業の日常的なモニタリング
→現実にはかなり疑わしいです。モニタリングをするのは、主に景気や経営状況が悪いときです。

•長期雇用＝労働人口の半分程度は終身雇用ではないとされており、適用されているのは官公庁や大企業および一部の中小企業の正社員のみです

•メインバンク＝銀行の数が市銀などを含めても１００程度しかなく、企業の数が見方によっては１５０万社程度あることを考えると、長期的で、役員を送ったり、救済を考えたりする関係を持つのは、ごく一部です

•日本型企業システム＝日本型システムを持っているのは一部であり、実存する日本型システムをすべて持っている企業は数百社程度です．上にも述べたように、もっと数多くの企業が日本には存在することを考えると、日本型システムが共有されている、とは言い難いです

＊日本は経済発展に成功したため、日本型システム、というのは注目されるようになった。しかし、よいシステムならば他の国でも当然導入されているはずである．そのため、日本に特徴的で、かつ実際に有効に機能しているシステムとなると、残されるものは少ない。残るもの、つまり日本において比較的共通にみられ、かつ他国より重視されているように見えるのは以下の３つ（２つと、それ以外のものひとくくり）
１、関係の長期性
２、関係を通じた情報流通•利害調整が重視されている点
３、それ以外の日本的な部分は、日本に固有の法的、制度的環境や歴史的な発展経路によって決まる部分
である。

•軍需会社指定金融機関制度とその時期の協調融資
＝難しいですが、授業ではこの詳しいないようについては述べられていません。メインバンクの起源について、戦時期の制度にその起源を求める意見もあるんだなぁと理解しておけばよいと思います．

•企業システムを比較する上で、歴史的発展経路を視点に入れる理由
→現在成立している制度やシステムには、歴史的経緯を経て成立した部分と、経済的に合理的だから成立している部分とがあります。経済学的な視点で見るときには、その両者を区別して考える必要があるからです．

•企業特殊的人的資本＝その企業でしか役に立たない技術です。

•同質的な人々の間での情報流通が、異質的な人々の間の情報流通よりやりやすい理由
→言葉はやや難しいですが、共通の経験が多い人同士だと、情報交換もスムーズだということです。例えば、勉強を教えてもらうとして、全く見ず知らずの人に教えてもらうよりは、友人に教えてもらう方がいいですよね。質問とかがしやすいので。
同質的、異質的、というのは、例えば同じ岡山出身の人と東京出身の人がいたとして、自分の出身が岡山であれば、出身という観点において前者は同質ですが、後者は異質です。共通部分がある、ないと解釈してもよいと思います．


以上で終わりです。
お疲れ様でした。

最後まで読んでくれてありがとうございました。
試験頑張りましょう

